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インドにむける都市への

経済カ集中の様態とその意義

。一般性と地峡性一一
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2. 人nと労働力の集中
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4. 金献機能の焦中
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1. 人［1と刀働力の集中

:2. 従業ラ f七ンス，銀行預金， i電力消債の佐，，，

IV 主 t 占＂

I t見 角

筆者はさきに西ベンガル州の独立後の政治史を農民運

動と労働運動の相互関連を軸に分析する試みを行なU、，

その前提として州における都市と重量村の際連を重視した

（注I）。本稿はさきの議論で不充分にしか展務されなかっ

え都市と農村の関連を，都市における経済力集中の精進

を確定することによってし、っそう明らかにし，独立後約

政治史における労働運動，農民運動の役割の現解に役立

てようとするものである。

本稿はまた筆者の今後のインドにおける占！li11の｛i／ドヂ己.

とくにカル力、ソグを対象とする都市研究のF怖がJ作業と

なるものである。

i材アジア，東けjアジアの都市に関する研究につb、ての

全体的なサーベ fは，もとより本稿の作業の範囲をこえ

ているが，これら地域の都市に関する研究の視角には，

先進資本主義諸国における都市問題の研究視角ときわめ

て対照的な一つの傾向がみられる。それは，後者の場介

には，都市を資本と労働力の集中と集績のJ坊ととらえ，
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都市と農村の対立，都市における貧困化などの諸現象の

幕礎にとの運動法則を措定する。そしてさらに都市問題

解決の展望をも資本と労働カの集中と集積の過程から生

まれる「歴史の起動力の集積」に求めるのである。これ

に対L，アジア諸国の都市に関する研究にあっては，こ

うした視角が，全く問題となりえない状況が支配的であ

る。

つまり，アジアの都市（とくに首座都市などと称され

る郡市〕は植民地支配の要衝として成長し，自国の農民

経済の持取のうえに寄生L，こうした性格は独立後にあ

っても支配層が帝国主義者から自国のエリート層へと代

わったことを除けば基本的に維持されているとする。す

なわち都市の労働力に占める工業プロレタリアートの比

重が小さしいわゆる第三次産業就業者比率が高いこと

をもって「寄生性Jの根拠とし農村からの大量の移動

人口の流入による都市生活環境の悪化，都市人口の農民

的性格の残存をもって「非都市性Jと規定する。独立後

の政治権カを握ったエリート層は植民地支配のための抑

圧機構に支え九れながら都市を私的な蓄財の場と化すと

Lて都市の「支配J機能を強調する。それゆえにアジア

の都市には「自治」の伝統が育たず，そもそも都市と呼

ぶにたる社会的条件がないために，都市は農村の延長で

あるとされたり，論者によ勺てさま5まではあるが，「都

iii以内［jの一郎市」，「f]lf工業化都市」等々の否定的な規定が

Tジアの都市に与えられることになる。必ずしも同一視

できなャだ異を互ャにもちながらも，Sjoberg,The Pre-

industrial Ciか， Fastand Present, 1960, McGee, 

The S側 thEast Asian City, 1967らの研究，また日

本の柴田徳衛氏の報告（『世界の都市をめぐって』 1964年

のカルカッタ，千幸j巷に関する箇所〉などに共通してみら

れるのがこうしたi見7とである。



結論から言うならば，アジアの都市に関するこう Lた

特徴づけは，そこにおける「病理的」あるいは「崎ru的」
現象を指摘するには十分でありえても，きわめて一面的

なものにとどまる値引。アジアの都市は今後とも当該国

における重要な政治的対立の舞台となるであろうことが

予想されるが，その場合の根拠は，これらの悶におし、て

も，都市への資本と労働力の集中と集積が，それぞれの

独自の条件に規定されつつ，不可避的に進行してゆくと

ころに求めることができょう。

本稿はインドの都市への資本と労働力の集中の様態を

明らかにすることによって上記の視角の有効性を立証し

ようとするものである。その場合，都市への経済カの集

中（都市と農村の対立・分化）はインド：全域を舞台とす

る地域的に不均等な発展と相互にからみあいつつ進行す

るであろうから，第1にインドの都市人口の絶対的規模

。）大きさを確認したうえで（注3），インド全域を都rliと農

村の 2 部門に分けてi~H干の関係を確定 L ，お2 に，この

f続きに上，，ては，隠輸をされて具体t'I:：を失，，てL、」；，1J,j l'i・ 

の関連を州、Ji, 〆リι で 1•1-度検討するという二つの次元を，l\t

けねばならなL、。 /iF>diへのffilrh集，，，のー時計l：とl山成十｜：

とカ1こhによって！列ら方、になる。

本稿では紙数および資料j：の制約かん， L:,iiJの繰越に

ついて比較的長近の時点切での数値を横断的に示すにとど

めた。また一三つけ加えるな「3 ば，終済プJの集rf·• を資本

と労働力に関してのみとらえるのは，本稿の視角より要

請されるので，たんに指標を無制限に拡張することには

~ff味を見IU さない。

Ci¥= 1) l/11稿 1P百九〉ノi1, !H政治史拭1倫l/[ 111 f;l: 

の『現代 fン！の研究（統）』 1/i収。

Ci長2) イント UJ都di研究にt;I, 、；， ,1,fi'.':, : IよIJ[11] 

様のJ，仮を fjなっといるとみられ己 J じ， A .. （－ー λ
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がある。 Bose,A, Studies in India’s Urbanization, 

J!}{Jl-1971, Institute of Economic Growth, 1973, pp. 

3-4. 

(i主3) 下表参照。

アジア諸国の都市人口 （単位： 1000人｝

都市人口比
I 総人口｜都市人口 i (%) 

インド 097D 547,367 I 1oa,1e1 19.9 
日本 0970) : 100,120 I 74,853 12.2 
イ γ ドキシア (1971) 1 118,309 I 20,614 , 17 .4 
パキ；，.タ :,1 0970) I 114,189 I 14,982 ! 13.1 
縛国 n釘0) I 31.469 J 12,955 J 41.2 
マレーシア（西〉 (1970) I 8,801 J 2,528 J 28.7 
A リラ Y カ (I蜘〉 ; 10局2I 2.016 I 19.1 

(,i',i!li) 「杭界人口年鑑！1911, 144-146ページ。

II 一 般 性

都市への資本と労働力の集中の特徴を統計的に表現す

るためには多くの準備作業を必要としよう。ここでは，

まず都市区域の定義をまず紹介L，その後に（1）人口およ

び労働力，（2）事業所（工場を含む）および産業ライセン

ス認可件数，（3）金融機能，（4）電カ消費の四つの指標によ

ーzてi庄似的に資本と労働力の都市集中の様態を探る。

1. インドのセンサスと都市区織の定義

,t;:rt:iで準拠するのは， 1971年センサスにおける都市区

械の定義である。 1871年から始まるインドのセンサスに

おげる都市区械の規定は， 1961年センサスによって厳密

さを与えられるまでは地域的な不統ーをゆるすものであ

ぺた。 1971年センサスの規定は1961年のそれとほぼ同ー

であり，以下のようなものである。州市（Municipality)

市団体（仁orporation），軍隊駐とん地（Cantonment），指

定市域（NotifiedArea), (b）その他の場合は，（i）人口

5000人以上，（ii）男子の就業者人口の75%以上が非農業

従事者， (iii) l平方キロメートルあたり400人以上の人

n密度のあること。そしてこの基準を満たす都市区域を

人口規模によって6階級に区分する（第1表参照）。

第 1表 ( J ドノ】規格h 別都市人 I.I

1951 1961 1971 

,'il,,li人11I -,1i r 、｜都市人口に占1 I 、｜都市人口に占
数 人11（「人）めるH：本（%） 数 人口、干・人＇ iめる比率（%）！数｜人口（千人／Iめる比率（%）

i級（JO/j]il:) 81 2:l,730 41.8 山一丸~；4 48.4 iムr57,016 市瓦4.. 
II級（5Jj,,) 102 7,625 11.1 ms 9,530 11.9 1蝿 I13,22.'l 12.2 
皿級（2Jj ,, :158 11,115 16.7 484 15,749 18.5 617 I 18，田5 17.4 
W級 l刀， H 6:30 9,379 l,i,f) 748 11,300 13.0 13,098 12.0 
v~~ s千，， 1158 • 8,510 D. 2 760 I 6,344 : 7 .2 , 5,698 I 5.2 
羽級 5千未満 599 2,085 :1.2 218 ! 890 ! 1.0 I 867 0.8 

合 計 _i_ 292却31 位弘；ム必41 1口7:l＊ザ水 μ白i7沼8，均｜「「一一一【一一山

（出所〉 Provisional PopulatioπTotals, I切perI of 1971, SupplemenιCensus of India, 1971, pp. 6-13. 

G的 宇都市人ll比率主，j、1。
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1971年センサスは，新たに集合都市区域（UrbanAg-

glomeration （以下 U.A.と略す）として，近隣都市を

合併した単位を設定L，都市人口増大のパターンをよリ

詳細に分析することを可能にしているのも特徴である

（注1）。

上記のような定義によってもなお，全都市広域の

56.85%，全都市人口の26.83%は都市規準を完全に備え

ていないこと，とりわけ市政行政下にない都市が31.22%

（人口で14.14%），蔵業人口規準を満たしていない都市

カt3I.48o/o〔人口で12.14%）に及んでいることも注意し

なければならない（注2）。

2. 人口と労働力の集中

都市区域概念のもつ以上のような特徴に留意しつつ，

まず都市における人口，労働力の集中についてふれよう。

第1表によれば，インドの都市人口比本はゆるいテンポ

で上昇している。しかし10年ごとの絶対糟は1951-61が

1650方，1961ー71が3000万という水準にある。規模別にみ

れば，人口 1万以下の都市の占める比重は年々低下L，と

くに， v,v1級都市の人口は絶対的に減少し亡し、るが，こ

れは主に1961年七ンサスの都市区域概念の変更に伴うも

のである。これとは逆に I級都市の比翼は1971年に全都

市人口の50%をこえるにいたったが，I級都市内部では人

r:i100万以上の都市は I級都市人l」の44.5%(1971,1961 

は44.7%）を占めていることに注意しなければならなし、

また後述のように I級都市のうち1961---71年間に急速な

人口矯をみた都市はボンベイ，カ／レカッタなどの｜日大都

市ではなく，公共投資との関連が背後に規定されるよう

な新たな工業，港湾都市であった（ill節（注1）の表参照〕。

第2表は今世紀にはいってから各10年間ごとの都市の

人口増加率を示している。

第2表インド ｝） 舟lrli人1-1憎加14'(1901…71) 

全 人 口 農 村 制；

1901-11 5.8 6.4 0.4 
1911-21 -0.3 -1.:l 8.3 
1921-31 11.0 10.0 19.1 
1931-41 14.2 11.8 32.0 
1941-51 13.3 8.8 41.4 
1951-61 21.5 19.0本 34.0* 
1961ー71 24.7 21.8 37.8 

（出所〉 Bose, A., Studies in India’s Urbaniza・
tion, 1901-1.971, Institute of Economic Growth, 
1973, p. 19. 

0主） ＊印は1961年セン 4ナスの都市区域の定要誌の変

更による数値の変動を修正した値。修正前はそれ

ぞれ20.6,26.4であった。

66 

インドの都市人口の増加率は1941-51年聞に急速に高

まり 1961年センサス実施時には実際より大幅に高U、水準

の増加率が予想されていた。 1941-51年間の増加率のう

ち，6.2%は印パ分離によるレフュージ｝人口とみられて

おり，これを除けば同年間の人口増率は35.2%であった。

また1961年センサスによる都市区域概念の変更による必

要な修正を加えると， 1951-61年間の都市人口増率は

34.0%であるので，実際には1941--61年間の都市人口僧

加率は一定の水準を保っていたようである。しかし1951

-61年間はインドの「計画経済」による急速な工業化が

はかられた時期でもあったため， 1961年センサスが明ら

かにした都市人口精力日率の停滞はインドの都市研究にさ

まざまな問題を提起した（注3）。これらの問題は最終的に

は都市の労働力構成の鋭点、から都市人口の動態を把握す

る必要を示すものであった。

第3表をもとに都市の就業者人 Uの比率をみれば，え

1961 :ftユに14.0%（合計〉であったものが， 1971年には

17.5% (l,ij)へ増大している。労働関与ネ（就業人口比

率）の低卜は都市部で14.7%，農村部で25.6%に及んで

」、る。

~11,liの就業人 l lの古11門日lj分布をみたのが第4表－ Aで

ある。労働関与率の低fに示される非就業人口の膨張の

日々，都市の本来的機能ともいうべき製造業（家内工業

を除く），商・貿易業，運輸通信業従事者の比率は高まって

し、る。都市内での一次産業従事者の比重はわずかながら

高まり，家内工業部門の製造業の地盤沈下がはっきりと

交われている。このことから1961-1971年間において，

第3表 就 業 人11と労働関与率（%）

合計｜農村｜都 1li

総 人 11 -I {t ,;J・ 1 547 ,368! 438,5811 108,787 
（’朋O人） /Jl I 283,2521 224,729: 59,55:¥ 
197Ifl- . ・/,;_ 264;116: 213;85:i 50;264 

就 給 計 人 l1 ( r,,;1 • 1ss,ao5l 1s1,44s］払157
(Iii］〕｛守l 148,7901 120,3:l6 28,454 
197Jil'. l /,_ ,14,8151 :H,112 3,703 

f r,,n-' 188,s111162,144 26,427 
1961,J'牟 ｛ り1 ' 129.1141 106.696 22.418 

l 女 59,4日I 55;448i 4,010 

"Ji働関与 if;( {t.H- 33.54 34.531 29.56 
1971年＜ ＇明 52.53i 53.551 48.62 

l 女 13.181 14.551 7.37 

f irJI・ 42.98 45.06 33.48 
1961年 i 9{ 57.11 58.22 52.40 

l な 29.95 31.40 11.09 

C IJJ所〉 第 1表にf,iJじ， p.29. 
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第4表 A 都市カ就業構造（全インド） (1961, 1971) (%) 

｜全部ili1;(1:業人11

100.0 

100.0 

制 作 島農業労働者 派1・林業など！鉱山，採石業 I！製造業，家内工業

1971 

1961 

(I) (II) 

5.1 

6.6 

6.0 

3.4 

(III) 1 _(IV) I (V a) 

1. 7 1.0 ! 5.0 

2.9 11.7 

製.i:tiJ拒，家｜付一l；建 設 業向・貿易業運輸・通信：そ の一宇他 I手11 就業者
業以外（Vl》） (VI) (VII) (Vlll) (IX) ' (X) 

1971 

1961 

22.9 

21.0 

3.5 

3.6 

20.0 

16.3 

10.0 

8.0 

24.8 

30.5 

238.3 

198.7 

(U¥i列〉 Cenms of India, 1961, Vol. 1 India, Pt. ll-B (i), General Econom氏、 Tables,pp. 86-105より算出。

Census of India, 1971, Series 1--India, Econοmic Characteristics of Population, pp. 2ー71より算出。

第4表－B 何；iii労働力の比重（刈全就業人JIJt) （全インド）（%）
一一一一一←

｜緋何 者｜農業労働者l 際 ギJ 都 市

（都 iii ・ S~H) （百1,ili・農村） 家内こし芸員 その他の 向 ヨ長 家内工業 その他の 商 業
製造業 その他 製造業 そ の 他

(I) (II) (Va) (Vb) ,(VII+Vlll＋区） (Va) (Vb) '(VII+ Vlll + IX) 

1971 4:l.日 26.3 :.Ui 1.9 7.0 0.9 4.1 9.7 

1961 5~.8 16.7 5.:l J.:l 8.:J 1.6 2.9 7.7 

Ctl.ii肝〕 第 -1Ji-Aをみ上。

都市における製造業をrJ，心とする資本と労働力の蓄積が しなレこと，また生産力との関連では，農業労働者の析

進行する一方，家内工業労働力をはじめとする低就業部 出が農業における「生産力の解放」をただちにもたらす

門の労働力の移動力2第一次産業従事者の比重の高まり， ものではないことに注意を払わねばならない。

非就業人口比率の増大となって表われたとみられよう。 したがって労働力の集中は後に検討する資本あるいは

都市労働力の比重を示す第4表ーBは，ほぼ上記の予 動力などを含めた生産力水準全体との関連で再度評価さ

ず旦をうらづけるものとなっている。すなわち，都市の製 れなければならない。

造業，商業その他の部門の比重が著しく高まり，家内工 3. 7事業所および産業ライセンス認可の集中

業の比重が低下L，全体として都市と農村の就業構造の 1971年センサスの数値は上記について入手できないた

差が鮮明になっている。また同時にこの間農業労働者層 め， 1961年センサスによって都市への集中状況をみる。

の増大が進行している。阿センサスの農業労働者aに関す 第5表－Aは産業部門の組織性（注4）にもとづいて都市へ

る定義の速いのために，これを農村での農民層分解の過 の了．場数，うち電力を使用する工場数，労働者（workers)

程とただちに結びつけるわけにはいかないが，少なくと 数をみたもので，対比の意味から1961年センサス時の農

も1971年には，農業11働者人Iiは非農業就業人I! 1°休と 業労働者数を付け加えている。都市対農村比を各項につ

ほぼ等しい規模に達している。 いてみるならば，工場数では組織セクターで2対I，非

この事実は，都市への労働力の集中を量的には相対的 組織セクターでは 1:2.5と逆転する。労働者数では，こ

なもの左みなければならないことを示す。しかしながら の比率は 1対1, 1対5であり， 1工場あたりの労働者

広範な農業労働者層については，その社会的制格どの関 数では都市がいくぶん高いが，著しい開きはない。雇用

連でしばしば指摘されるように「二重に自由な」という 規模による事業所の分布を都市，農村別に示したのが，

規定で表わされる近代フeロレタリアートをただちに意味 第5表－Bである。
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第5表－A 工場（Workshops& F配 tori田）労働者の都市・袋村別分布(1960-----61)

電力を使用 民i 系労働荷数
工場数 労働者数

ずる工場数 ｛王

合 都 市 713,642 100,:121 8,293,257 494,975 42:~.805 
農 村 1,886,195 20,504 16,934,622 16,829,281 13,773,580 

組畿セクター 都市 92,780 37,010 6,204,840 
農村 56，伺6 4,773 6,991,952 

非組織セクター
都市 I 620,862* 63,311* ・ 2,088,417 
農 村 1,629,289* 15,731* 9,942,670 

非組織七クターの比率 都 in 87.0 63.1 25.2 
農 村 96.6 76.7 58.7 

（出所） Bose, A., op. cit., p. 355.農業労働者数はお4表－－－－Aに｜司仁。

〈注〉 ＊印は被雇用者数の報告のないも ）） を合む。

第5表－B 雇用規模，郷市・農村別事業所 (Industrial

Establishments）分布（1960-61)

以用規模（人） ノd' 1H 襲 4、I 苅i

fニ、' 100.00 JOO.側） i 1制）．側｝
1 53.03 58.89 39.19 
2-5 40.n :17. 7:{ 47.81 
6-9 :1.37 l.96 6.72 
10-19 l.64 0.80 :l.60 
20-49 0.78 0.41 l.66 
50-99 0.2:1 0.12 0.51 
100+ 0.22 0.09 0.51 

(IU所〕 Bose,A., op. cit., p. :l54. 

以上のように事業所，工場の分布をみるかぎり製造業

を中心とする生産活動において，農村部お上ぴ都市の小

規模工業の比重は鮒見Lえなし、。しかし公共部門および

民間部門の資本投下活動を反映するとみられるE主業ライ

センス（注5）の発給状態を1953-1961年の聞にわたって集

計した第6表－Aは， （注5〕に述べるような理由で若

干間接的にではあるが，都市部に主要な資本投下活動が

展開されたことをものがたっており，特に三大都市にお

りる産業ライセンスの集中度が商U、。

つまり都市人口の8割が集中してい心L，、ル即. IVに

おいてライセンスの認可が集中しており， i大都市のみ

で全体の36%，レベルIV以上で69%，レベノレ阻以上では

77%に及んでいる。これを州別にみるときわめて興味あ

る特徴があるが，この点は次節でふれる。

4. 金融機能の集中

第6表－Bは1961,1971年における指定商業銀行の活

動を店舗数，預金，貸付について人口規模別にみたもので

ある。本統計における都市・農村区分は人口10万人と 1
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第6表 A ,t；業プ「ヒンスのj也I味的分布

I * H本 I 血＊ れT* ，三大伺；,Ii

ア ／ ヲ件’ 。24 59 58 
民L 2 7 9 2 

ノレi'I' 11 30, ]:Ji 92 
県 4 お 2 3 

グンヤジ・トi’j: 。 日 84' 290 
I!;¥ （｝ :1 7 7 

--1 7 ス｛’j: 。 。！ 86' 27:{ 140 
民4 （） 。 5 8 . ., I' 7ス

、フシュ I7「j: ーつ 26 20' 238 1,071 
(';¥ 7 7 11 ，，：ンへ f

イソーノレfl・ 24 52 112 
V,¥ l 5 自 5 

・t- リ －ノ ザ｛’1・ 2T 26 12・ 。
県 お 4・ 。

ンジ γ プn: l 1 358 
県 I 2 う】 2・ ]:l 

•＇；ックル 件 1 :i:1 16 80, 2:{9 
ブ Jデシv;i 公4 6 ]() 10 

f'Lj ヘンゲ Fレf'Ii 。l I 11 358 567 
日正 6 l 8カパカツタ

；、I ,rl- f'I i-41 179 
県｜ 7リ 88 76 84 

都市数 289. !'>7 4 Y,26 855 
m；山人 II（’（）（）（）人） 4,61510,8S618,:l3644ρ：l!l 

1,778 

( il:) 川：IJi l I～Nii ft1J'll主；;er仰による県（ずイス

リゲ l）ハ分mをiJ<.j' O J：説I[1 l l¥1i1 ra, Ashok, 

l.e,•els of Regional !kl'elopment in India, Cen-

刈 sof India, 1961, Vοl. I, Pt. 1 ・A. (i）参照。

(/1¥riJi) Mitra, A., ibid. pp. 25, 31, 287-314. 

万人とを基準にし，その中間を準都市地域としている。

センサスの区分との関連は明らかではない。この区分に

従えば， 10万以上の人口地域における金融活動はこの10

年間に強まっているが，特に貸付において人口 100万以
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第6表叩B 指定商業銀行活動の集中状況

〔1961〕

店 舗 Hi 金 貸 ｛ 十
数 l比本額伺i比本｜額汚l比戦
者 （%） 二f（%） こよ｜（%）

677. 15.41 76.05 50.86 69.25 59.69 
21品 4.96 :~'l.15. 25.51 24.28 20.9:l 
822 18.71 11.25: 7.52 6.94 5.9綜

2,119 48.24 19.17112.821 ~ I !15.54 !l:UO 
:1:19 7.72 4.91; 3.29) ) 
218 4.96 一一

人11100万以上
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との地域での活動力：，比震を高めている点が渇；要であろ

う。人lI 1万人以下の地域においては店舗数の比震はや

や高まったにもかかわらず預金，貸付ともにやや比震を

低下させている。

5. 電力消費の集中

第7表は農村における電力消費の主要な活動である濯

統の電カ消費比率を示したものである。 18年聞に，1.9%

から9.3%へと上昇しているが，工業における比率はさほ

どの低下をみせていなし、。また農村電化の比率は全イン

ドで15.3%(1970〕，電力による濯萩用ポンプの台数は

108方台（ 1カ村あたり1.9台）である。さらに農村部で

の製造業工場においては電力利用率が都市に比較して格

段に低く，電力を利用する工場の84%は都市部に属する

（第5表←A，第8表）。

さて以上の事実より“インドの都市への経済力集中の

一般的様態”を要約してしるせは‘以下のごとくであろ

う。つまり，都市に向けて資本，動力の集中が明（，かに

進行する一方，これら資本，動力と結びつかぬまま終十l

に滞留するきわめて広範な幾業労働者層が存在する。ま

た都市の内部にあ円ても就業構造の変化や労働関与率の

低下が示すように，一定の蓄積活動と過剰人口の析出が

あいたずさえて進行している。
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したがって第1に，人口，労働力面での都市への比較

的低位の集中度（絶対的水準はきわめて高いことについ

てはすでに指摘）にもかかわらず，イン Fの都市は客観

的には生産力の重要な集中の場であり，このことは資本

にとっての都市の重要性，それゆえに都市がインドの社

会・政治状況の重要な場であることを示すものである。

しかしそれと同時に，農村の農業労働者層が生産諸カと

の結合を果たすことなしに農村における飛躍的な生産力

の発展もありえないことを示してもいる。

Ci主1) U.A.は従来の TownGr口upに代わるも

のである。 u.A.が導入されたカノレカッタについて，

これまでのカルカッタ市（MunicipalCorporation）と

69 
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の人ロ憎のパターンを比較してみれば，第1図のよう

に興味ある傾向がみられる。

11111罰 カノレカフタ（IJA,MC）の人口地加在性比

人口（万人一一一入門 目，li二
_J -It比リjチ100:= lJする女f ｜ 

7「 ／UA 1 

6剛

5001 

40制

3001 

2001 

正一一＿＿.／
－」一一 : i ~－苛ヲ~了τ4147 ’ 51 ’in ’ 71 r----

(llil!li〕 Census of India, 1971, Se吋叩 22-WestBn1ga/, 
General Ptゆ官latio明 Tabた人 1973,p. 148より作成。

（快2) Bose, A., oρ. cit., pp. 42-48. 

（淀3〕 たとえば，従来まで同一悦されてきた「T

業化jと「都市化」の関係，都市への人円移動を「Push」

「Pull」理論で説明してきたことに対 L，都市内部に流

入をおしもどす（push-back）要因のあることなどがr.:1

組とされるにいたった。また1961年センサスの人口 T貫

録局長であ汁たA・ ミトラは次の三つの要因をあげて

L、る。この見解について本稿でも言及する箇所がある。

① 都市tmのr111環移動（turn-overmigration）の大き

さ。

③ 「緑の革命」などによって，農村の過剰人 11プー

ルとしての性絡が変化してきたこと。

ぐわ 都市の中核ばかりでなく周辺部での厨住・：牒杭条

件が悪化してきたこと。

Mitra, Ashok，“Problems of Migration and Ur-

banization in India，” Indian Demographic Bullρ－ 

ti11, Vol. I, No. 1, 1968, pp.1-9. 

rn巳4) “organized”と“non-organized”のi夫分

は次の二つの基準による。（i）就業者の75%以 tが」Iー

家内工業部門に就業していること。（ii）就業者のうち

50%以上が被雇用者（employ田 s）であること。

（注5) 第6表－AはA ・ミトラによって作成され

たものをもとにしている。 I～IVは6群63の指標に J

って，経済的な発展度を県（dis位ict）を単位にして分類

したものである。したがって I～Wは郁市と農村の区

分を直接反映するものではないが，本文の記述によっ

70 

て意義を理解されたし、。また資本の集中度の代替とし

てこの資料を利用したカは，（1）この時期が第2次5カ

年計画期をカパーしていること，（2）ライセンス制度が

公共部門および民間部門による資本投下の重要な部分

（産業別，規模別）を対象と Lているからである。
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ープとハリアナ〉，商ベンガノレの上昇率がきわめて低u、。

パンジャーブ，ハリアナについては， A・ミトラの指摘

（日節注3〕する「緑の革命」の反映であろう。商ベン

ガルについては， 60年代半ば以降の経済1也機が同州の工

業に深刻な影轡を与えたことの反映とみられる。全イン

ド的には I級都市人riは全制れIi人llの過半を制してャる

が，これを州段階でみれば，同つの州において同様の結

論があてはまるのみである（B欄）。また I級都市のなか

でl.'1：大稲川iの比重が特にit:iいのは両べLカールとマハラシ

ュトヲであり，とりわけrJL(，、ンガルの場介，カノレカック

(U. A.として分類されたためもあるが）の州内での首鼠そ

都市的性格がきわめて明確である。ボンベイについても

ほぼ附様である cc欄〕。

したがって全体的な傾向としては，州内に少数の首座

都市的性格を備えた都市を持つ州が荒川、都市人J:1比を示

しているといえるが， 1961--71年間の人口増加率の高い

都市は必ずしもこれらlf1大都市ではなレのが特徴的であ

るGell。独立前からのIll大都市にあっては，後掲する表

（注2）の示すように，かなり大規模な流出が想定されるの

であって，このことがこれら都市での人口増加率を低下

させている大きな要因であるように思われる。

以上のように州における都市人口比率が首座都市（州

における〕の規検ーによって決定的に規定されるような条

研究ノート

件のもとでは，都市人口比率のみをもって州全体の発展

段階を推測するのは危険であり，意味がない。問題は，州

における都市一農村の具体的関連のあり方であるから。

さらに都市人口に占める移動人口の要素を考慮に入れた

場合，人『1集中の様態は若干具なってくることも指摘し

ておかなければならない。

第10表は1961センサスによって州の都市人日比を他州

都市に居住する当該州出生者まで含めて（その逆の場合

は除いて〉計算しなおした数値を示Lている。これによ

れば，都市人r::1比率は若干の平準化傾向を示すことにな

るが，デリーの場合は当然としても西ベンガルの比率も

大幅に低下する。逆にケララ，パンジャープ，ラージャ

スターン，ウツタノレプラデシの比率が大きく上昇し，絶

対値からみるならば，ウッタルプラデシ，ビハールなど

は都市居住人口を1伺万人から200万人近く他州におし、て

し、ることになる。両州の場合，その多くはカルカッタに

居住するが，これだけの規模の人口が農村との関係を何

らかの形で維持しているとするならば，その意義はきわ

めて大きい（注3）。

労働力の都市への集中に関する州別バターンは第11表

が示す。地域的に不均等な発展を前提（注4）とすれば，労

働力構成の州別パターンも著しい差異を示すであろう。

者1叶｛での製造業の比重の高い州はデリー，西ベンガル，

第 10表 各州都丁目部における移動人l！の比重（1961〕

都市人口の出生地＊叫 移a) 動（b）人 口（人） 都市人口（d比率悦）
(c) ) 

同一州内 l 他州の都他州から当l (a）ー（blI 

｜両－T~；－ 州 外 i市への流該州都市へ （＆）ー（b) 1961 によっ (d）ベc)

都市内 )f行外 1-IJ の流入 ｜ て調整

アンドラブラデゾ 58.9 36 1 4.6 436,1881 293,694 169,494 17.44 17.91 0.47 
ア ッサム 45.2 20.5 13.2 42,399 120,312 企 77,913 7.30 7.00 n 0.30 
ビ I, 56.2 32.8 9.0 1,032,910. 351,543 681,361 8.43 9.89 1.46 
グジャラート 59.1 31.4 6.9 637,945 366,062 271,883 25.77 27.09 1.32 
シャムカシ：ーノL 77.2 17.7 2.5 54，必O 15,048 39,352 16.66 17.77 1.11 

ケ ーノ プ 73.8 23.6 0.6 457,6041 61,196, 396,408 15.11 17.46 2.35 
マディアァヲデン 52.7 28.2 15.6 345,896 721,8991 " 376,003 14.29 13.13 " 1.16 
ーー、， ド フ ス 63.7 31.1 i 4.6 626,293 415,440 210,853 26.69 27.31; 0.40 
マハラシュトヲ 46.0 32.4 18.0 459,094 2，α)9, 167; "1,550,073 28.22 24.30," 0.91 
マイ ソ ーー ノレ 61.0 28.6 10.2 …9 535.246 " 59 896 22.33 22.開 I"0.お
オ リ ツ サ 53.3 34.0 山 201,01sl 1zs，切札6751 6.32 6.77 0.45 
パンシャ←ブ 41.7 27.1 

7.!i 一一～γ2剖
ヲーシャスターン 64.9 24.2 6.:l 628,892 206,814 422，σ78 16.28 18.38 2.10 
ウツタノレプラデゾ 62.0 27.6 5.2 1,771,793 489,3141 1,282,479 12.85 14.59 1.74 
商へ ンガノレ 46.0 16.9 18.1 , 263,590 ] ,546, 142 "-l,282,5521 24.45 20. 78 A 3.67 
ア り - I 35.0 5.0 37.8 ' 110,393, 891,791 " 781,398! 88.75 59.35 企 29.45

〈出所〕 Census of India, 1961, Vol.λINDIA, Pt. ll-c (iv) Migration Tables，，より作成。

（注〕 ホ印は外国人を除くので，介計は100に満たない場合がある（特にレフュージーに注意〉。
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マハラシュトラ，グジャラー卜であり，商業その他の活

動もこの順位にほぼ従っているが，パン、ジャープが例外

的である。デリーを別にすれば，これらの州では都市製

造業は就浪者人口の7～10%を占めている。

これに対して特異な数値を示しているのがケララであ

る。この州では農村の製造業従事許人llが8.6%にのぼ

っている。ケララd十｜は後述するように残村の電化水市が

インド第一の州である。

農業労働者はアッサム，ヒマチヤノレプラデシ，ジャム・

カシミール，ラージャスターン，デリーを除けばいずれ

も高い水準にあるが，これらの州を除いて，操業労働よ

りも非農業従事f・人rtの比率の高い州は，グジャラートゾ、

リアナ，ケラフ，マハラシュトラ，ノfンジャープ，タミ

ルナドす，ウツタノレプラデシ，西べンガルの 8州である。

この8州をさらにグジャラートとマノ、ラシュトヲ，パL

ジャープとハリアナを二つのグループに統（tL, 6什｜と

して比較してみよう。まずウッグルプラデシは操業労働

者の比重そのものが低いために非農業従事人口が農業労

働者を上駐lて）ている。グジャラート，マハラシュトラIi

都市の製造業従事人1---lの比重が高い。商ベンガルも［，lJ係

だが農村での非農業従事人口比率が低い。ケララは前述

の特徴を備えている。パンジャーブ，ハリアナは農業労

． 

働者の均率が低いことにもよるが，都市と農村の「商業

その他」に従事する人口が著しく高い水準にある。最後

にタミノレナドゥはケララ的な特徴とグジャラート，マハ

ラシュトラ的な特徴を兼ねている。

このように州段階では一般に工業先進州と考えられる

外｜においても，農村ツj働）Jの比鼠を考慮に入れるとかな

りの地滅的な特殊性が現われる。最後に産業ラ fセンス，

Ht：c：傾の集中， ・，t)J消費’I)）集中に関する州別の数値にK

2℃この事情をやや詳しくみてみたい。

2. 造業ライセンス，銀行預金，電力消費の集中

さきの第6表－Aによれば三大都市を除u、て産業ヲイ

セシスの集中度の高いのはパンジャーフー（パンジャーブ・

ハリアナ）と西ベンガルであるが，パンジャープの場合

ほ州全体の発展度が高位にあるので，実際には西ベンカF

ノレの方が，典型的な集中パターンを示すものとなってい

る。マドヲース（ヲミルナドゥ）もパンジャーブと同じ

類型に属す。マハラシュトラは逆に凶ベンガルと［1-i］瀬型

といえよう。

州別の金融機能（資料上の制約で預金額に般つてのみ

州日iJの数値が得られる（第12表）） をみても，マハラシι

トラと西ぺンガルでは10万人以上の人口をもっ地域の税

金集中度は群を抜ャている。ゲジャラート，ハリア十，

第 11表 州 別 の 郡 市 労 働力の比重（1971) (%) 

耕作者 農 村 ｜侭

（都・）（軒・） 家内工業高官長！商業その他！相工業五す長商業そ；／l(tlJ.

[ (I) (II) (Va) 

ア γ ドラプラデシ 32.2 37.9 , 4.1 
ノ’ ツ 1 、 56.8 9.6 1.8 
ヒ ノ、 ノレ 43.3 38.9 2.0 
グ ジャラート 43.1 22.5 ; 2.1 

り ノ ナ， 49.1 16.2 2.9 

ヒマチヤノレプヲデ γ 70.7 4.1 ' 2.4 
ジャムカシ Eール 64.8 3.1 2.8 
ゲ フ 7 17.8 30.7 3.7 
J ディアプラデシ 52.9 26.6 2.8 
マハ ラ シ ム ト ラ 35.5 29.3 2.2 
、，r { ソ ー ノレ 40.0 26.7 2.9 
オ り ！ノ サ 49.2 28.3 :l.O 
ノハ、． 、／ ユン、／ ヤ ） フ 42.6 Zθ.1 2.6 
ラー νャスターン 64.9 9. :~ 2.4 
タミノレナドヮ 31.3 30.5 1 2.7 

ウツタノレプラデシ 57.8 19.9 2.7 
州へ ンガノレ 32.0 26.7 1.9 
コr リ 一 2.6 1.3 2.1 
全 イ 、ノ 4:~.3 26.3 2.6 

（出所〉 第4表ーAに利用した1971年センサスより。
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(Vb) (Yil+Vfil+IX)i (Va) (Vb) (VII十市十IX)
一一ー 『

1.8 7.7 0.8 2.4 7.7 
1. 4 11.1 o.:i 1.2 6.6 
1.2 5.4 0.4 1.4 4.8 
2.0 5.8 1.1 7.2 12.7 
1.3 10.6 0.4 3.9 10.7 

1.0 10.1 0.2 0.5 4.1 
0.5 9.2 1.2 2.3 10.0 
8.6 18.2 0.5 2.8 8.4 
0.7 4.0 0.9 1. 7 6.7 
1.5 4.8 0.9 8.5 14.1 

1. 7 6.4 1.4 4.2 10.2 
1.2 8.3 0.6 1.1 4.9 
2.5 13.1 0.5 5.6 17.5 
1.0 6.4 1.0 2.2 8.5 
3.1 7.4 1.8 5.8 12.8 

1.3 6.4 0.9 2.3 7.6 
2.7 7.5 0.8 8.7 15.2 
1.7 3.3 0.2 19.7 62.8 
1.9 7.0 0.9 4.1 9.7 
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第 12褒 Hi金額ω分イIiC指定商業銀行）1968年 9月末現在 （単位： 1ぼゆ万ノレピー）

1万人未満（農村）＊ I l万人以上（準都市）* ! 10万人以上（都市）＊ ； 合

I iじWti 以4
可，f'、 制 ヰt in it 率 者fl lむ g寺、

ア／ドラゾヲヴーシ 8.6 6.0 28.6 , 9:1.1 65.4 1'12.5 1α｝.0 
ーF， 

;I -') J、 :u1 9.5 24.5 I 70.6 6.9 19.9 ! :34. 7 100.0 
ノl 10.l li.8 (i6.:1 44.:l 7:1. l 48.9 149.5 100.0 

ケ， ・＼’了f 2:1. 7 Ii.り l :u.パ ；姉.1 190.1 55.0 :,45.6 100.0 
I) ノ ,1 5 8.り 'l，に，.：＇’ 70.2 10.5 :w.り 50.:l 100.0 

') ・＼・ J、ゾJン；－－ ,, 0.4 2.2 17.4 97.8 17.8 100.0 
ケ ノ 7 1吊.1 15.!i G4.8 47.日 4:1.2 :l7.2 116.1 100.0 
－，ゲィア／ヲデーシ 6.1 (i.2 ・川h「P,;) 「 :16.l 56.8 57.7 98.4 100.0 
－，，、ツ‘＇／ ，－トラ 12.9 l. :1 77 .1 7.8 897.l 90.9 987.1 100.0 
_, イ ソ ー－ 1' 21.0 10.5 G5.リ :12.9 ll:L6 56.6 200.5 100.0 
,l- リ ソ、 →yい 3.0 12.1 15.0 60.7 6.7 27.1 24.7 100.0 
ノ・ζ ンー； ヤ』・フ，・ 20.0 11.1 69.7 :38.8 89.8 50.0 179.5 100.0 
ラージャスターン 7.:l 1().日 25.7 :36.:-1 37.8 5:1.4 70.8 100.0 
クミノレナド。 11.:1 4.5 70.7 28.1 169.:l 67 .4 251.3 100.0 
ウツタノl 一／ 'j手持》／ 19.7 5.9 リ6.8 29.1 215.9 65.0 :'132.4 100.0 

Pt.i ベ ン うl Jl 11.:l 2.0 71.5 12.7 481.5 85.3 564.3 100.0 
T リ ,190.9 100.0 390.9 l制），0
~主チII 白紙似 48.3 53.7 41.6 46.8 89.9 100.0 

f、1． 229.2 5.7 92:l.4 22.8 2,893.7 71.5 4,046.3 100.0 

(/HiiJr) R. D. I., Trend and I'rogress of Banking in lndill, 1968, 1. 1～1969, 6. 30, p. 18. 

(i lニ） ＊農村， i~＇三郎市，高［＞ iii JJ Jl~ 技 it ・I！ントiースのそ，／ 1 ': [,iJじでにヘぃ。
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ケララ，ノfンジャーフ：タミルナドゥ，ウッタFレフロラデ

シは非農業従事人口が農業労働者人口を上回る外｜であっ

たが，このうち，ハリアナ，ケララ，.，~ンジャーブでは10

万人未満人「lの地域が，預金額の50%以I二を貢献してお

り，農村部ないしは準．都市部における経済活動の水準の

高さを反映していると思われる。このことは，労働力集

,i，に関してこれらの州について述べた事実と一致する。

ミらに興味あるのは，需力消費のパターンを，用途別

（産業用とi龍被用），農村電化率（村落比と人ll比）， ',ti: 

-J;准概ポンプ台数の三つの指標の3・M}}IJの数値で示した節

目表である。これらの数値は電力消費のm市への集中皮

を裏返して示したものとなる。また農村部における比較

的高度の電力消費率は農業における生産力水準の一つの

指標であり，これと農業労働を含む全労働力の関連を探

ることによって，各州における労働力の生産力水準をほ

ぼ見当づけることができょう。

まずl人当りの港紙用電力消費の水準が同u、のはタミ

ノレナドゥ，ハリアナ，パンジャーブであり，都市人11比

率，製造業従事者人口比率の高い商ベンガ、Iレ，マハラシ

ュトヲは消費水準がきわめて低u、。ケララもさほど諒iL、

水準にない。農村ー電化比率ではこの傾向はケララを除け

ばより明瞭に浮かび上がってくる。すなわちタミルナド

ゥ，パンジャープ，ハリアナでは村落の半数以上，村他

人口の6割以上が電力を利用している。西ベンカ、ノレは村

I客の l割以下，村落人円の2割弱しか電力を利用してい

ない。ケララは潜慨電力比率は低ν、が，農村の電化はイ

ンドで最も高い水準にあり，農村製造業比事の高さと相

関している。

電力による濯概ポンフ。の分布はおそらくこの 3指標の

うち外l別較差が最も著しい。最高はタミルナドゥの1カ

村あたり 28.5台，ついでケララ，ハリア十，パンジャブ，

マハラシュトラの！｜慣に高い。東インドの諸州はおしなべ

て低く，アッサムが 0,002台，オリッサが0.01台，商ベ

ンガルが 0.03台，ピ、ハーノレが0.7台となってレ、る。ここ

では特に西ベンガルの水準の低さに注意を払いたい。

（注 1) 下表は I級都市のうちの人IIt怖加率上位20

都市を示す。

これらの都市は機能的には，製鉄，港湾，新首都や化

学（肥料〉プラン人重機などの工業都市が多いとい

う特徴をもっ。また性比自体は商くないが，過去10年

間をみると女子増加の方がむしろ高L、。このことは従

来の成人男子単身移住というパターンがこれらの都市

には適合しないことを示すが，おそらく社会基盤への
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I級都市の人口増加率上位20都市(1961 1971〕
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投下をli4家資本が肩代りすろ手Ut:v.後のllM発政策と無｜羽

係ではないであろう。

Ci主2)

い〈つかの I級都市における循環移動（turn-overmigration) 
指標$

都市（をf汁I県）ラームカルヵ！ハイダラポYベイマドヲ見ターナー
プル ッタ ー指 標ノ
397.96, 342.53 149.6唱： 119.59 117.61' 100.44 

フーグH -・ 7ーメダカーンプ24パルガ
都品（1::合t：，，.＃－＞＂プーナー 5'Yーバードル ナ”.80 97.22 00.98 85.87 85.45 76.08 

(tH所） Mi廿a,A.，“Problems of Migration and Urbani・ 
zation in India," Indian Demograρhie Bulletin, Vol. I, 
No. I, 1968, pp. 4--5より上位12都市（県）をひろったものp

（注〉 事印は指栂＝ 1／~t+ (I 0)) 

1=1951-61聞の流人人口， o三同期の流出入日， t＝自然I目。指
標300とは，流出人口が自然増＋流入人口のの3分の2の規棋， 100
とは流出入仁lが自然相人口に等しいことを示す。

（注 3) 最近の商ベンガノレ州の工業労働力に市める

他州出身者の比重は下表のとおり。

国ベンガノレ州のエ業地域における移動労働力の比重（1970)

出 身 州 l綿工業三士量！機械工業！鉄鋼業｜その他！全産業

西ベ νガノレ 47.891 27.27: 58.99 39.45, 75,07 40.93 
ピハーノレ 16.14j 37,311 19.29, 28.39,) 29.18 
オ リ ッ サ 11.291 7.12i 3.431 1.0211 24.幻 6_05 
ウツタノレプフデγ 20.311 21.60, 14.441 20.印if 18.23 
その他の州 4. 37, 6. 10; 3. 851 10_ 64/ J ・5.61
全体 100.00100.00: 100.00/ 100_001 100.00 100.00 

〈出所〉 Gov’t of West Bengal, Labour in West Bengal, 
1971, pp, 50-52. 

（注〕 ＊印のうち 1.10..・マディアプラデシ， 0.92・・・東パキ見タγ
（東ベYガノレ〉

またカノレカッタから他州への少額の郵便送金（Money

Order）が巨額な量に達していることについては，

Mitra, Calcutta, lndids City, New Age Pubers-

lish, 1963, p. 55, Table 7.参照。
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（注4) 中央統計局の産業調査年報 （AnnualSur- などの諸地域では，農業労働者は農業生産力の担い手と

問yof Industries）の1965年度報告書によると，悶ベ して独自の立場を主張しつつあるようである（注3）。

ンガノレとマハヲシュトヲは合わせて，工場数の；36.3%, インドにおける都市は，この第2の面をも留意したう

生産的資木の35.7%，被雇用者数の41.3%を内めてい えで，やはり客観的には「歴史の起動力」を集積させて

る。 A.S. I. 1965, Vol.λpp. 4--7. いるといえるのである。

IV ま とめ

以上の事実からインドの都市への経済力集rj・’の様態8:'.

’般ttと地域itの総ftとしてまとめてみよう。

まず全インドレベルで確認された・般性をきわめて典

型的に再現している州は，いうまでもなく商ベンガルで

あろう。この州では独立前から成長した一大産業地帯

（都市） t，インドで最も後進的な農業生産，農業諸関

係が隣りあって存在している。就業人l:Jの26%に相当す

る農業労働者は郡市に集中された資本，動力との結びつ

きを断たれた支ま農村にとどめおかれている。都市にお

ける工業プロレタリアートのかなりの部分は他州Ill身者

によって占めらhるにいたっている。

マハラシュトライ十｜はボンベイを中心として両ベンーガル

チト｜とほぼ類似の都市農村関係、を展開しているが，幾村

における経済的活動水準は比較的高い。

これら諸州に対して明瞭に別個の様態を示す州、1，こ，ハ

リアナ，ケララ，パンジャーブ，およびやや中間的であ

るがタミルナドゥの諸州がある。これらの諸州において

は，農村における農工業生産活動は労働力，資本，動力

の3｝~において比重を高めている。またこのことは農業

労働者の広範な層が近代的な生産力との結びつきを果た

しつつあることをも示している。しかしこうした傾向は

いまだに端緒的なものであって，全インドレベルでの一

般性に大きな修正を力IIえるほどに成熟していないように

思われる。

最後に視角との関連で一言付け加えるならば，すでに

指摘したように，インドの都市は生産力の集中，集積の場

としての地f立を高めつつあり，同時に資本と労働の対立

を軸にした政治的葛藤の重要な舞台となってL、る（注1）。

これが一つの側面である。

また大量の農業労働者を中心とする農村の労働力は，

都市に集中されている資本，動力との結びつきを求めて

おり，西ベンガルのようにこの過程がはばまれている地

域においては都市労働者の運動と呼応しつつ，農民運動

などの形をとりながらこの過程を自ら促進しようとして

いる（注2）。この過程が上記のような形ですでに進行しつ

つあるタミノレナ Fゥ，バンジャーブ，ハリアナ，ケララ

Ci主1〕 カノレカッタ市（M.C.）における独立後の

都市行政のあり方をこの観点か iらみていくと興味ある

L、くつかのli.が見／Hされる。

指］ ：て， i'li＇議会選挙に＼＼；凶選挙権ーが導入されたのは

]9(,2｛ド（第11川11可jj!liJ196弓｛r-)であった。これは次夫(J:

炎）にみるように，1962イドの；；：（13次総選挙まで，悶民会

議/fl氏はカルカッタ lli内での州議会議席・得禁率におい

て安定した過半数を制することができなかったことに

よる。 1957'<1'ーにはインド共産党に市内の第一党の地位

を符われている。ちなみに農村で村落ノ込ンチャーヤト

: : F，通選挙を導入したのは1956年の法律であった。

カルカッタ（MC）における州議会選挙の結果 (1952-1弱め

国民会議 tk ；共産党 総 数

l 誠席｜得料！議席｜得押 i議席｜得票率

I 9 5 2 

1 9 5 7 

1 9 6 2 

国民会議派 1

統一市民会議

総議員数

17 ! 39.7 4 I 12.1 I 26 1 肌 0

s I 42.6 i 10 I 26.s I 26 i 100.0 
14 : 46.:J ; s I 32.1 I 26 I 100.0 

カノレカッタ市会における議員数

1 9 5 7 1961 j 1965 

54 42 39 49 

23 30 31 35 

80 n.d. n.d. 100 

(Ill所〉 封Ii稿「西ベγガル州政治史試論」（近T1予定の『現代イγ

ドの研究（続）』所収）。
〔世：〕 1965年が第1回普通選挙コ統一市民会議 CUCC）はインド共
11/i慌を中心とする統一戦線組織。

第2に，上記と関連あるが，カノレカッタ市区域内では

1953年の土地改革（中間介在者ザミ γ ダリー取得法〉

が適用されなかったことである。

（注 2) （注 1）下表の拙稿参照。

（注 3) これらの諸地域の農民運動の内部では，農

業労働者は，他の地域と比較して，相対的に独自な性

絡を強めていると思われるく特に労貨をめぐる要求と

闘争において〉。このことは，農業労働者の生産力の水

準の遣いと無関係ではないと思われる。しかし，生産

力の水準と農業労働者の組織化水準とを同一視するわ

けではなし、。

（調査研究部〉
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